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はじめに  
 

一般社団法人日本電設工業協会 

                           会 長  文 挾  誠 一 

（株式会社関電工 取締役会長） 

 
 
 

当協会の海外電設視察団の派遣は、事業計画の中で「会員等交流事業」として位置づけられ

ており、諸外国の業界団体との交流および電気設備工事業の実情などを、時宜にあったテーマ

の視察をとおして把握し、その実態を会員企業へ情報提供するとともに、会員間の相互交流を

図ることを目的としている。今回の視察は、第 70 回を迎える記念すべき視察である。視察期

間は、2025 年 9 月 12 日（金）から 9 月 20 日（土）までの 9 日間であり、「米国の電気工事

業界の労働環境と技術革新」をテーマとして、第 70 次海外電設視察団を派遣した。 

   

日本の建設業を取り巻く環境は、米国の通商政策の動向や中東情勢の緊迫化、さらには建設

費の高騰など、依然として懸念材料は多いものの、省力化、半導体、AI 関連分野などの設備

投資や再開発関連投資が引き続き活発であり、国内の建設需要は堅調に推移している。一方で、

建設業就業者数は減少傾向にあり、2022 年には 1997 年（25 年前）のピーク時 685 万人から

約 30%、206 万人減少し、479 万人となっている。年齢構成を見ると、55 歳以上の就業者割

合は全産業平均の 32%に対して建設業は 36%と 4 ポイントも高く、29 歳以下の若年層は全産

業平均 16%に対して 12%と 4 ポイントも低い。現状ではさらに厳しい状況にあるものと推察

される。建設業就業者の内数である電気設備工事業においても同様の傾向が見られ、担い手不

足への対策が深刻な課題となっている。 

 

我々の事業は、社会インフラを支えることを使命とするエッセンシャルワークであるが、こ

れまで「3K（きつい、汚い、危険）」のイメージが根強く、若年層を中心に敬遠されがちな

業界であった。しかしながら、「このままでは建設業が持続できない！社会的使命を果たせな

い！」という危機感の下、建設業界全体が一丸となって「働き方改革」を推進し、「新 4K（給



 

料が良い、休暇が取れる、希望が持てる、かっこいい）」をスローガンとして掲げている。当

協会においても、会員各社が DX の推進、プレハブ化、バックオフィスの活用など、自助努力

による生産性向上を図りつつ、このスローガンを踏まえ、第四次アクションプランの下で「働

き方改革」を進めているところである。 

 

このような状況の中、米国の NECA（National Electrical Contractors Association：米国

電気工事業者協会）を訪問し、米国の電設業における労働環境および人材確保・育成の取り組

みなどについて、直接現地に足を運び意見交換を行う機会を得たことは、意義深いことであっ

た。また、日本では本年の 2 月に第 7 次エネルギー基本計画が閣議決定された。本計画は、2050

年のカーボンニュートラル社会の実現に向け、その中間目標として 2040 年度までの地球温暖

化対策およびエネルギー安全保障の確保を目的とする日本のエネルギー政策を示す計画であ

る。本計画の実現には、技術革新による省エネの推進と、蓄電池を含む再生可能エネルギーの

最大限の活用が不可欠である。当該計画では、再生可能エネルギーが初めて「最大電源」とし

て位置づけられ、2040 年度には全電源構成の 4～5 割を再生可能エネルギーで賄い、温室効果

ガスを 2013 年度比で 73%削減することを目指している。 

 

シカゴで開催された NECA Convention & Trade Show では、最新の製品および技術を実際

に視察するとともに、ネバダ州の Dry Lake Solar Center（太陽光発電・蓄電施設）およびカ

リフォルニア州の Palm Springs Wind Mill（風力発電・蓄電施設）を訪問し、米国における

先進的な取り組みを直接確認することができた。これらの視察は、カーボンニュートラル社会

の実現という社会課題に対して、我々がいかに貢献できるか、またそこにどのようなビジネス

チャンスが存在するかを考える上で、大変有意義な機会であった。 

 

本報告書は、NECA Convention & Trade Show の視察内容、NECA 役員および労務部研修

センター幹部との意見交換、ならびに Dry Lake Solar Center および Palm Springs Wind Mill

の現地視察内容を報告書として作成した。 



 

Ⅰ．行程・団編成・訪問国の概要 

 
１. 行程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月  日 移  動 ・ 滞  在 視  察  先 

9 月 12 日（金） 

東京（成田空港）発 → 

シカゴ・オヘア国際空港着 

シカゴ滞在 

 

9 月 13 日（土） シカゴ滞在 視察① NECA 2025 CHICAGO 

9 月 14 日（日） 
シカゴ発 → ラスベガス着  

ラスベガス滞在 
 

9 月 15 日（月） ラスベガス滞在 視察② Dry Lake Solar 

9 月 16 日（火） 
ラスベガス発 → ロサンゼルス着  

ロサンゼルス滞在 
 

9 月 17 日（水） ロサンゼルス滞在 視察③ Palm Springs Windmill 

9 月 18 日（木） ロサンゼルス滞在 視察④ NECA 労務部 

9 月 19 日（金） ロサンゼルス国際空港 発  

9 月 20 日（土） 東京（成田空港）着 帰国 

〔ルートマップ〕 



 
 

２. 団編成（参加人員計：２３名） 
 
 

氏 名 会 社 名 所 属 ・ 役 職 等 

団 長  文挾 誠一 ㈱関電工 代表取締役会長（会長） 

 
 

◎第１班（NECA 2025 CHICAGO の視察） 〔取材および報告書作成班、☆は班長〕 

☆ 金子 弘樹 ネグロス電工㈱ ソリューション部部長 

島  啓介 ジェフコム㈱ 代表取締役社長 

田村  卓 (一社)熊本県電設業協会 副会長（太陽電気㈱ 代表取締役） 

二村 芳彦 中央電気工事㈱ 取締役汎用事業部長 

渡邉  均 国光施設工業㈱ 営業部副部長 
 
 

◎第２班（Dry Lake Solar の視察） 

☆ 日沖  悟 ミツワ電機㈱ 特機営業本部営業二部部長 

木曽 隆喜 八千代電設工業㈱ 交通システム部次長 

國津 一洋 高柳電設工業㈱ 代表取締役 

松岡 伸明 旭電業㈱ 専務取締役 

山崎  真 ㈱開進堂 代表取締役社長 
 
 

◎第３班（Palm Springs Windmill の視察） 

☆  熊谷 秀晴 東光電気工事㈱ 常務取締役内線本部長 

  伊藤 仁一郎 ㈱伊藤電機 代表取締役社長 

佐藤 孝文 ㈱中北電機 代表取締役 

髙杉 好一 大坪電気㈱ 取締役会長 

湊  博之 因幡電機産業㈱ 電設カンパニー東日本統括部統括部長 
 
 

◎第４班（全米電気工事業協会（NECA）労務部との意見交換） 

☆  向  兼浩 新生テクノス㈱ 執行役員営業副本部長 

佐々木 孝 日本電設工業㈱ 営業統括本部技術統括部部長 

白川 尚樹 ㈱白川電機製作所 代表取締役社長 

楢原 俊成 ㈱平和電興 代表取締役社長 

藤井 昌三 (一社)岡山県電業協会 顧問（㈱オーコ 取締役会長） 

森  博明 三和電気土木工事㈱ 代表取締役社長 
 

◎事務局 

堂脇 靖裕 (一社)日本電設工業協会 総務課主任 

 

※本視察団では、ANA あきんど㈱様より、渡航手配一式、通訳、添乗等のご協力をいただいた。



 
 

３. 訪問国の概要 

 
 

参考：外務省および JERTO ビジネス情報検索（投資コスト比較）より 

 

 
アメリカ合衆国 

United States of America 
 

 

 
日 本 
Japan 

 

 
 

面      積 983 万 3,517km2 37 万 7,973km2 

人      口 3 億 3,650 万人 1 億 1,985 万人 

首      都 ワシントン D.C. 東京都 

主 要 言 語 
主として英語 

（法律上の定めはない） 
日本語 

政体・議会 大統領制、連邦制（50 州他） 議院内閣制・二院制 

主要産業 

工業（全般）、農林業（小麦、 
トウモロコシ、大豆、木材他）、

金融・保険・不動産業、 
サービス業 

自動車、電子機器、工作機械、

鉄鋼、非鉄金属、船舶、化学品、

繊維製品 

名目 GDP 
29,184（単位：10 億ドル） 

［2024 年］ 
4,026（単位：10 億ドル） 

［2024 年］ 

一人当たりの名目 GDP 
89,105（ドル） 
［2024 年］ 

21,498（ドル） 
［2024 年］ 

GDP 成長率 
2.80% 

［2024 年］ 
0.08% 

［2024 年］ 

消費者物価指数 
13.7% 

［2024 年］ 
8.4% 

［2024 年］ 

失業率 
4.03% 

［2024 年］ 
2.57% 

［2024 年］ 

対為替レート（通貨）

2025.11.17 時点 
154.62 円（ドル） － 

在留邦人数 
413,380 人 

（2024 年 10 月現在） 
－ 



 
 

Ⅱ．NECA 2025 CHICAGO Convention and Trade Show の視察 

日 時 2025 年 9 月 13 日（土）13：00～17：00 

場 所 Chicago McCormick Place West Convention Center 

対 応 者 

■National Electrical Contractors Association（全米電気工事業者協会） 

・デビッド・ロング会長（David Long） 

最高経営責任者（Chief Executive Officer） 

・Mr. Ian Andrews 

・Mr. Jon Mandl 

 

（１）概要 

①NECA について 

NECA（National Electrical Contractors Association）は、1901 年に設立された全米電気工

事業者協会である。会員数は全米で 4,000 社を超え、本部をワシントン D.C.に置いている。 

 

【対象分野】 

 ・電力設備工事、照明システム、通信・データセンター設備、再生可能エネルギー 

  主な活動 

 ・電気工事業界における安全基準および技術基準の策定 

 ・労働組合（IBEW）との交渉および協定締結 

 ・NECA Show（展示会）の開催 

 ・業界教育、資格制度、最新技術に関するセミナーの提供 

 

②NECA Show について 

NECA が主催する、最新技術および業界動向を網羅した米国最大級の電気工事関連の展示会で

ある。毎年、全米各地で開催されており、今年は 2025 年 9 月 12 日（水）～15 日（土）までの

4 日間にわたり開催された。出展企業は 400 社を超え、来場者数は 1 万人以上と見込まれている。 
 
 

 
 

【NECA 2025 CHICAGO 会場の様子】 



 
 

（２）視察内容 

展示会視察に先立ち、NECA の David Long 会長との意見交換が行われた。David Long 会長か

らは NECA の概要について説明があり、文挟会長からは JECA の活動内容について説明が行われ

た。その後、両者の間でさまざまな意見交換が行われた。主な内容は以下のとおりである。 
 
 

①NECA の人材確保・育成について 

  NECA では、マーケティング会社と連携し、業界イメージおよびブランド戦略の見直しを図

っている。その結果、就職希望者は従来の約 3 倍に増加している。また、高校生を主なターゲ

ットとして、オンラインによる育成プログラムを用意している。高校の就職カウンセラーに対

して積極的にアプローチを行い、人材確保へと繋げている。実際には、学生が在学中からトレ

ーニングを受けているため、就職時点で一部の研修をすでに修了した状態となっている。 

 

②就労管理について 

  米国では、工程管理と労務管理の 2 種類の管理ソフトウェアが活用されている。工程管理ソ

フトでは、プロジェクト完了までに必要な作業時間を入力し、関係者全員が進捗状況を閲覧で

きる仕組みとなっている。一方、労務管理ソフトでは、スケジュールや関係者のデータを入力

することで、週単位・月単位で必要となる労働時間が自動的に算出されるようになっており、

問題やリスクを早期に可視化することが可能となっている。これにより、無駄の削減が実現さ

れている。日本においても DX（デジタルトランスフォーメーション）化の推進により、働き

方改革が進められている。現場管理者がすべての業務を抱え込むと大きな負担となるため、そ

の一部をバックオフィスが担うことで、業務の平均化および効率化を図り、結果として超過労

働の抑制に繋げている。 

 

③資材調達、図面の確保について 

  米国では、BIM（Building Information Modeling）が積極的に活用されており、メーカー、

デザイナー、電気設備工事関係者が相互に連携しながら、効率的に業務を進めている。日本に

おいても、BIM を活用し、事前に配線や配管の経路を検討することで手戻りを減らす取り組み

が始まっているが、必ずしも計画どおりには進んでいないのが現状である。 

 

④協会の位置づけについて 

  日本では、各企業が競争関係にあり、ノウハウが自社の競争力に直結するという事情がある。

そのため、JECA としてどこまで関与すべきか非常に難しい課題である。一方、米国では企業

間の競争という問題はそれほど顕著ではない。米国では透明性を重要視しており、日常的に情

報共有が行われている。また、「ピアグループ（Peer Group）」と呼ばれる仕組みが存在し、

NECA がホスト役となって同規模の企業を集め、協業や情報交換を推進している。 

 

⑤NECA と JECA の協力について 

  最後に David Long 会長と文挟会長が、今後も相互に協力関係を維持・強化していくことを

確認し、意見交換を終了した。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見交換会の様子】 

【NECA 関係者との集合写真】 



 
 

３）質疑応答 
 

Q1. 本展示会は、毎年どのようなテーマや目的を掲げて開催されているか。 

A1. 

本展示会は、電気工事業界関係者が一堂に会する場として開催されており、その目的は教

育およびネットワーキングの機会を提供するとともに、業界動向や新技術の発信・体験を

通じて、業界の将来と持続可能性に対する視座を共有することにある。 

Q2. 
出展企業の総数、分野構成（電気工事会社、資材メーカー、ICT 関連など）および海外か

らの出展状況はどうか。 

A2. 

総出展企業数は 427 社であり、分野構成は「資材・機器メーカー」、「ICT／建設テック」、

「再生可能エネルギー・EV」、「流通」の順となっている。海外企業からは、日本、カナ

ダ、メキシコ、英国などが出展している。 

Q3. 
来場者数の実績および今年 4 日間の予想来場者数はどの程度か。また、来場者層（電気工

事業者、発注者、行政、学生など）の割合はどうか。 

A3. 

総来場者数は、2023 年フィラデルフィア開催で 9,599 名、2024 年サンディエゴ開催では

1 万 200 名を超えている。来場者の構成は、電気工事関係者が中心であり、オーナー・経

営者層が 42％、現場責任者・購買担当が 27％、指導者が 6％、熟練工が 4％、見習いが 3％、

その他が 18％を占めている。2025 年シカゴ開催では、事前入場登録者が 9,000 名に達し

ており、総来場者数は 1 万人を超えると予測されている。 

Q4. 近年、特に注目されている技術や製品にはどのようなものがあるか。 

A4. 

近年では、再生可能エネルギー分野においては蓄電システムや停電対策技術、ICT 関連分

野においては施工管理ソフトやクラウド基盤が注目されている。また、安全および作業効

率の向上に関連して、LED 高効率照明や制御システム等などの導入も進んでいる。 

Q5. 
電気工事業の生産性向上のために、近年実用化されたソリューションやツールはどのよう

なものがあるか。 

A5. 

近年では、クラウド施工管理と AI 解析の組み合わせによる情報共有および事務作業の削

減、プレハブ化やモジュール施工による現場工数の削減、スマート工具や自動機械の導入

による作業効率の向上、さらにVR訓練やウェアラブル端末による安全管理の高度化など、

さまざまな取り組みが進められている。これらは「デジタル化」、「モジュール化」、「自動

化」の三本柱を中心に生産性の向上を実現している。 

Q6. 
欧米における AI の導入実態と、電気工事業界における将来的な展望についての見解につ

いてお示しいただきたい。 

A6. 

欧米における AI の導入はすでに多方面で進展しており、現場進捗管理、積算、原価予測、

安全管理、設計・BIM 連携、さらにはサプライチェーンや資材調達など、幅広い分野で

実用化が進められている。 

将来的な展望としては、短期的には AI による積算、原価管理、安全監視が標準機能とし 



 
 

A6. 

て広く普及し、AI を活用した現場の省力化ツールが年々増加して、施工管理分野での浸

透が加速すると見込まれている。 

 

中期的には、自動化施工との連携やデジタルツインの活用が進み、ロボットによる施工を

AI が管理し、工程計画との統合的な運用が行われるようになる。また、完成建物の BIM

モデルを AI が継続的に更新し、保守点検や省エネルギー最適化に利用されることが期待

されている。 

 

長期的には、完全な予測型施工が実現し、業界構造そのものが変革していくと予想される。

AI が次の現場作業に必要な人員・工具・資材を自律的にシミュレーションし、調達およ

びスケジュールを自動で最適化する仕組みが構築される見通しである。一方で、データの

蓄積や AI 運用基盤を持つ大手企業と、それを十分に活用できない中小企業との間で、生

産性格差が拡大する懸念も指摘されている。 

Q7. 

「電気工事アカデミー」について、「電気工事業界における優れたリーダーを表彰し、彼

らの豊富な経験と知識を業界のために保存・活用します」とあるが、教育施設が存在する

のか。存在する場合は、所属人数・在籍期間・指導体制等の詳細をお示しいただきたい。 

A7. 

「電気工事アカデミー」は、いわゆる学校のような教育期間ではなく、実習および職業訓

練を行う施設を指している。代表的なものとして、以下の三つの訓練機関が挙げられる。 

 

まず、Electrical Training Alliance は、NECA（全米電気工事業者協会）と IBEW（国際

電気労働組合）が共同で運営する全国規模のプログラムであり、全米に複数の訓練施設を

有している。見習いから熟練技術者への育成を目的としており、これまでに 35 万人以上

の人材を輩出している。 

 

次に NECA-IBEW Electrical Training Center は、各地域の NECA Local および IBEW 

Local Union が共同で運営する職業訓練施設である。5～10 週間の教室授業と実地訓練を

組み合わせた教育プログラムで構成され、見習いが現場で活躍できるスキルを習得するこ

とを目的としている。 

 

さらに、Electrical Industry Training Center は、80 年以上の歴史を持つ長期的な教育拠

点であり、年間約 400 名の見習いが訓練を受け、700 名以上の熟練者が継続教育を受講し

ている。学費は無料で、給与および福利厚生も支給されるなど、充実した育成体制が整備

されている。 

Q8. 今後、本展示会として特に重点を置いていく分野や方針についてお示しいただきたい。 

A8. 

第一に EV 充電インフラおよび電化市場の展開強化である。EVES（電気自動車供給設備）

関連の情報ネットワークを通じて、展示会における実践的な支援や学びの機会がさらに拡

大すると予測される。 



 
 

第二に生産性向上と人材育成の深化である。AI、施工管理、高効率工具、教育研修に関す

る展示やセミナーが参加し、現場の効率化および技能継承の両面から業界全体の底上げを

図る動きが強まると考えられる。 

 

第三に技術確認によるスマート施工の実例紹介である。IoT 技術や制御機器、ロボットの

活用、さらにデータドリブン手法の導入による施工ソリューションが注目されると推測さ

れている。 

Q9. 日本企業が本展示会に出展する場合、どのようなメリットや機会があるか。 

A9. 

・北米市場への参入・販路拡大 

本展示会への出展は、日本企業にとって北米市場への参入および販路拡大の重要な機会で

ある。米国は世界最大級の電気工事市場であり、再生可能エネルギー、EV 充電インフラ、

スマートグリッドなどの分野で投資が拡大している。日本製の「高品質・高信頼性」製品

による制御機器、電材、工具、ICT ソリューションなどは、価格よりも信頼を重視する米

国市場において高い親和性を持ち、競争力を発揮しやすい。 

 

・EV・再エネ分野での新規需要獲得 

NECA Show では、EV 充電、太陽光発電、蓄電池、マイクログリッドなどの展示やセッ

ションが年々拡充しており、これらの分野における日本企業の活躍が期待されている。特

に、高効率パワーエレクトロニクス、充電システム、配線資材など日本が得意とする技術

分野の需要が増加しており、現地での新規需要の獲得が見込まれている。 

 

・現地ネットワーク形成 

来場者の多くは、電気工事会社の経営者、施工マネジャー、購買担当者など業界の意思決

定層である。展示会では、直接の対話やデモンストレーションを通じて購買決定権者と接

点を持つことができる点が大きな強みである。また、NECA および IBEW（International 

Brotherhood of Electrical Workers：国際電気労働者同盟）関係者、さらに地方自治体の

調達担当者とも交流の機会が得られるため、公共事業案件への参入の可能性も広がると考

えられる。 

 

・ブランド認知向上 

「日本発の革新技術」であることを打ち出すことで、差別化および信頼構築につながる。

特に米国市場においては、「Made in Japan」という品質イメージが依然として高く評価

されており、ブランド価値向上に寄与する要素となっている。 

 

・最新ニーズ・既成の把握 

NECA Show では、OSHA（米国労働安全衛生局）による安全規制、NEC（全米電気規定）

の最新動向、さらに連邦政府による補助金制度など、業界に関連する最新情報が共有され

る。日本企業は出展を通じて、こうした市場の動向を直接把握でき、製品開発やローカラ



 
 

イズ（地域最適化）の方向性を明確にすることができる。 

・共同開発や連携の機会 

米国企業は海外技術との提携に積極的であり、日米共同によるスマート施工ツールの開発

やBIMおよびAIを活用した協業の実現が期待されている。こうした国際的な技術連携は、

両国の電気工事業界の発展にも寄与する取り組みである。 

 

・日本企業出展のポイント 

日本企業が出展する際は、実演・体験型の展示が特に効果的である。米国では実際に製品

に触れて確認する傾向が強く、体験を通じた訴求が信頼構築につながる。また、英語によ

る技術資料や安全規格適合証明を用意することで、製品の信頼性をより高めることができ

る。さらに、現地代理店やビジネスパートナー候補と事前にアポイントを設定しておくこ

とで、展示効果を最大化できる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ABB Ltd.】 

スイス・チューリッヒに本社を置く 

エンジニアリング企業 

電力システム（送電・配電設備）、 

オートメーション（産業用ロボット）を販売 

【Enespro PPE】 

イリノイ州オークブルックに本社を置く電

気関連作業者向け個人用保護具メーカー 

アークフラッシュ対策服、フード、手袋、 

フェイスシールドを販売 

【Trimble Inc.】 

カリフォルニア州・ウェストミンスターに 

本社を置くデジタルソリューション企業 

測量・計測（レーザースキャナー・建築 BIM）、

建築ソフト（構造設計・工程管理）を販売 

【Orbit Industries，Inc.】 

カリフォルニア州ベルガーデンズに 

本社を置く施工用部材製造企業 

鋼製アウトレットボックス、 

ボックス取付金具、ケーブルを販売 



 
 

４）一般所感 

  NECA は、JECA の約 4.6 倍にあたる 4,000 社で構成される組織であり、その中心は電力・照明・

通信技術を主軸とした中小企業である。全米各地に 117 の支部を有し、「電化の波の最前線に立ち、

製作・技術革新・効率性への継続的な取り組みによって業界を牽引する」ことを使命としている。 

 

NECA Show 視察前に実施された意見交換では、主に日米の比較を中心とした議論が交わされ、

内容は「（2）視察内容の①～⑤」に示したとおりである。今回の意見交換を通じ、米国では協会主

導、日本では企業主導という運営スタンスの違いが明確に確認された。また、米国では BIM や VR、

労務・工程管理ソフトを積極的に活用した業務合理化が進展しており、デジタル技術の導入が生産

性向上に大きく寄与していると実感した。日本においても「働き方改革」を進めるうえで、こうし

た米国の取り組みは大いに参考になると考えられる。さらに、日本の建設業界に根強く残る「3Ｋ」

（危険・汚い・きつい）というイメージを「新 4Ｋ」（給与が良い・休暇が取れる・希望が持てる・

かっこいい）へと転換していくためには、協会のみならず業界全体が一丸となって取り組む必要が

あると強く感じた。 

 

  NECA Show は 4 日間で約 1 万人の来場が見込まれている。JACA FAIR の 3 日間で来場約 10 万

人という規模と比較するとやや小規模な印象を受けたが、再生可能エネルギー関連や工具メーカー

の展示ブースには多くの来場者が集まり、活発な交流がみられた。展示内容からは、電気工事の実

際の施工面における日本と米国の違いが明確に表れていた。例えば、電線の保護方法においては、

米国では電力線がすべて金属管で保護されており、また労働安全面においても作業効率のみならず

健康維持や人体保護の観点から設計された工具や保護具が多く見受けられた。米国の電気設備およ

び工事に対する安全意識の高さがうかがえる内容であった。法規や規格の違いにより、日本で販売

されている製品がそのまま米国で、またはその逆で使用されることは難しいものの、互いの技術を

持ち寄り共同開発を進めることで、その障壁を低減または取り除くことは十分に可能であると感じ

た。 

 

 

 

（５）その他、参考資料およびホームページ 

・NECA 全米電気工事業者協会 

https://www.necanet.org/ 

 

・NECA 2025 CHICAGO Convention and Trade Show 

https://www.necaconvention.org/ 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Milwaukee Electric Tool corporation との懇親会の様子】 

【Milwaukee Electric Tool corporation】 

ウィスコンシン州ミルウォーキーに本社を置く電動工具メーカー 

電動工具、充電式工具、測定機器、収納システムを販売 

提示会場ブースの他、別室にて商品説明を受ける 



 
 

Ⅲ．Dry Lake Solar の視察 

日 時 2025 年 9 月 15 日（月）9：30～11：00 

場 所 ネバダ州クラーク群（ラスベガスの北東部） 

対 応 者 

■Dry Lake Solar 

・Ricardo Soto 氏（建設マネージャー） 

・Dani Strain 氏（プロジェクトディレクター） 

・Taylor White 氏（保守マネージャー） 

 

（１）概要 

豊富な日照と広大な土地に恵まれたネバダ州は、再生可能エネルギーの導入に積極的な州のひと

つであり、政策面においても大きな進展を遂げている。同州では、2030 年までに電力供給の 50%

を再生可能エネルギーで賄い、2050 年までに 100%カーボンフリー電源（CO₂排出ゼロ）を達成す

ることを目標としている。この目標達成のため、州法により電力会社に対して再生可能エネルギー

比率の遵守が義務付けられている。 

   

視察先である Dry Lake Solar（正式名称： Dry Lake Solar Energy Zone および Dry Lake Solar 

Energy Center）は、こうした州政策の後押しによって実現したプロジェクトであり、ネバダ州ラ

スベガス北東部に位置する公共用地を活用した大規模太陽

光発電プロジェクトである。同施設は、再生可能エネルギ

ーの推進において、極めて重要な役割を担っている。建設

地は、BLM（米国土地管理局）が管理する未開発の乾燥し

た低木地帯にあり、既存の送電線や関連インフラに近接さ

れていることから、開発に適した地域とされていた。また、

環境への影響を最小限に抑えながら太陽光発電を推進する

ため、既に人為的影響を受けた区域を開発ゾーンとして指

定し、効率的かつ環境に配慮した整備が進められている。 

 

〔基本情報〕 
 

運 営 企 業 NV Energy（エヌブイ・エナジー） 

運 転 開 始 2024 年 5 月に商業運転開始 

設 備 容 量 
太陽光発電：150MW／太陽光パネル約 338,000 枚 

蓄電設備：100 MW／4 時間（400 MWh）TESLA 製バッテリー 

パネル仕様 BYD 社製 単結晶両面受光型ハーフセルモジュール 

架 台 単軸追尾装置架台 

発 電 実 績 約 348.6 GWh 

供 給 先 ラスベガス都市圏（一般家庭、商業施設、公共インフラ等） 

【概要説明の様子】 



 
 

（２）太陽光発電の最前線：Dry Lake Solar の立地・技術・地域連携 

①立地条件の優位性 

Dry Lake 地域は、年間を通じて日射量が極めて多く、太陽光発電に最適な自然条件を有して

いる。年間約 300 日が晴天であるという気候特性により、発電効率は非常に高く、特にピーク時

間帯における電力供給の安定化に大きく寄与している。当地は米国土地管理局（BLM）が再生可

能エネルギー用地として公式に指定した区域であり、総面積約 5,700 エーカー（約 23 平方キロ

メートル）のうち、本プロジェクトでは約 720 エーカーを利用している。また、地形が平坦で障

害物が少ないことから、大規模な太陽光パネルの効率的な配置が可能であり、施工および保守の

両面で高い運用効率を実現している。 

 

②再生可能エネルギー導入のスピード 

Dry Lake Solar は、米国における再生可能エネルギー導入の加速を象徴するプロジェクトの一

つである。連邦政府および州政府による政策的支援と制度的後押しにより、開発から稼働までの

リードタイムが短縮され、官民連携の成功事例として高く評価されている。米国は 2024 年時点

で世界第 2 位の再生可能エネルギー導入量を誇り、特に太陽光発電と蓄電池システムの併設が急

速に拡大している。Dry Lake Solar もその潮流の中に位置し、安定的な電力供給と脱炭素化の両

立を目指す重要な拠点として機能している。運営企業である NV Energy は、2025 年に再生可能

エネルギー導入比率 46.8%を達成したと報告しており、ネバダ州の 2030 年までに 50%を達成す

る再生可能エネルギー導入基準（RPS）目標に大きく寄与している。 

 

  ③系統接続と送電インフラ 

Dry Lake Solar はネバダ州南部に位置し、ラスベガス都市圏へ向かう主要送電幹線に近接して

いる。この地理的条件により、大規模太陽光発電設備であっても即時に既存の電力系統と連携可

能な設計となっており、新たな送電線建設に伴うコストおよび工期を最小限に抑制することがで

きている。本プロジェクトの請負業者であるテスラ社は、100MW の電力を貯蔵可能な 112 基の

蓄電バッテリーを提供している。広報担当者の説明によれば、建設費用は当初 NV Energy が負

担したが、最終的には料金支払者（利用者）を通じてプロジェクト費用が回収される仕組みとな

っている。発電された電力は既存の送電網を介して広域に供給されており、将来的にはロサンゼ

ルスなど都市部への電力供給も視野に入れた設計となっている。この仕組みは、乾燥地帯に設け

られた再生可能エネルギー施設が都市部の電力需要を支えるという地域間連携の先進的モデルケ

ースと位置付けられる。 

 

④環境と地域社会への配慮 

本プロジェクトの開発にあたっては、周辺の生態系への影響を最小限に抑える設計が施されて

おり、環境影響評価（EIA）も綿密に実施されている。本施設は米国土地管理局（BLM）が再生

可能エネルギー開発に適すると指定した Dry Lake Solar Energy Zone（SEZ）内に位置しており、

重要な生態系および文化資源から十分な距離を確保した立地となっている。特に、自然保護地域

や先住民族の聖地を避けた区域での開発であるため、生態系への直接的な影響は限定的であり、



 
 

BLM が事前に許容した区域内で計画的に開発を行うことで、環境保全と開発の両立が図られて

いる。また、BLM 主導のもと地域社会との協議を重ね、景観や交通などへの影響にも配慮した

整備が進められている。建設期間中には最大 400 名の雇用を創出しており、地域経済への波及効

果の面でも地元社会との共生が実現している。 

 

 

 

 

 
【視察中の様子】 



 
 

（３）質疑応答 
 

Q1. 
施設の稼働開始時期および建設期間、発電能力ならびに蓄電容量についてお示しいただき

たい。 

A1. 

本施設は、ラスベガスで記録的な猛暑となった 2024 年 5 月に商業運転を開始した。発電

容量は 150MW であり、4 時間稼働が可能な 100MW の蓄電池システムを併設している。

建設期間は約 19 か月を要し、太陽光パネルは BYD 社製の単結晶両面受光型ハーフセル

モジュールを採用し、約 33 万 8,000 枚が設置されている。 

Q2. 発電効率を高めるために採用されている技術革新についてお示しいただきたい。 

A2. 
本施設では、両面受光型の太陽光パネルを採用するとともに、太陽の動きに合わせてパネ

ルの角度を自動的に調整する単軸追尾装置を導入している。 

Q3. 今後の増設または拡張計画についてお示しいただきたい。 

A3. 

Dry Lake の敷地内では、将来的な需要に応じて追加の蓄電池設備を建設する可能性があ

る。現在は、ネバダ州北部において「シエラ・ソーラーおよび蓄電池プロジェクト」の建

設が進められている。 

Q4. 
米国政府またはネバダ州政府からの補助金や税制優遇の活用状況についてお示しいただ

きたい。 

A4. 

本プロジェクトは連邦政府による税制優遇措置の適用を受け、ＮＶEnergy の顧客に対す

る財政負担を軽減している。一方で、新型コロナウイルス感染症によるサプライチェーン

の混乱により、一部機器の価格上昇や供給業者の選択肢が制限されるといった課題も生じ

た。 

Q5. 
自治体および住民との協議体制ならびに環境保護への配慮の進め方についてお示しいた

だきたい。 

A5. 

本プロジェクトは連邦政府当局と協力協力のもと、厳格な環境要件を満たしている。具体

的な取り組みとしては、リクガメの保護を目的とした日よけ構造の設置や作業現場へのリ

クガメの侵入を防止するフェンスの設置などが実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【発電効率を高める両面受光型パネルと単軸追尾装置】 



 
 

（４）今後の展望 

Dry Lake Solar は、すでに一定の成果を上げている再生可能エネルギー事業であるが、今後の展

開においても極めて大きな可能性を有している。以下に、その主な今後の展開可能性について整理

し、示す。 
 
 

①開発地域の拡大：Dry Lake East Energy Center 

米国土地管理局（BLM）は 2024 年、Dry Lake SEZ

の隣接する区域において「Dry Lake East Energy 

Center」の建設を承認した。計画されている設備規模

は、太陽光発電 200 MW および蓄電システム 600 MW

である。このプロジェクトは、Dry Lake Solar の成功

を踏まえ、当該地域全体を「再生可能エネルギーハブ」

へと発展させる第一段階に位置付けられており、フル

稼働は 2026 年〜2028 年頃に見込まれている。 
 
 

②再生可能エネルギーと蓄電のハイブリッド展開のモデル化 

運営企業である NV Energy は、Dry Lake Solar を含

む一連のプロジェクトにおいて、太陽光発電と蓄電池

を組み合わせたハイブリット運用を開始している。こ

のシステムでは、昼間に発生する余剰電力を蓄電池に

充電し、夜間や電力需要のピーク時間帯に放電するこ

とで、再生可能エネルギーの変動性を補完し、安定し

た電力供給を実現している。このような運用形態は、

不安定な再生可能エネルギーを安定電源へ転換する先

進的モデルであり、Dry Lake Solar はその象徴的な事

例として他地域への展開可能性を示すプロジェクトで

ある。 
 
 

③他企業・自治体によるパートナーシップの拡大 

すでに MGM リゾーツが PPA（電力購入契約）を締

結しているが、今後はホテル・カジノ業界にとどまら

ず、大企業、地域自治体、公共交通機関・水道などの

公益事業との間でも PPA が締結される可能性が高い。

この動きは、企業の ESG（環境・社会・ガバナンス）

対応やカーボンニュートラルの実現目標を支援する取

り組みとして位置付けられている。 

 

【変電設備】 

温度上昇に配慮した通気構造 

【発電設備】 

どこまでも続く太陽光パネル 



 
 

④政策支援と連邦政府のグリーン戦略との連動 

米国連邦政府は、2035 年までに電力部門のゼロカー

ボン化を達成するという目標を掲げており、さらに公共

地における再生可能エネルギー開発目標として 25GW

を超える導入を計画している。Dry Lake Solar は、米国

土地管理局（BLM）が指定する公共地（Solar Energy 

Zone）において、低環境負荷でのエネルギー開発を実現

した事例であり、こうした国家目標に合致するプロジェ

クトとして、今後も優先的な支援対象となる可能性が高

い。 
 
 

⑤電力網（グリッド）との統合深化 

Dry Lake Solar からの電力は、ネバダ州内にとどまら

ず、広域電力網（Western Interconnection）を通じてカ

リフォルニア州やアリゾナ州の需要にも対応可能となる

見込みである。これにより、地域間での再生可能エネル

ギーの共有余剰電力の売買が将来的に実現されることが

期待されている。 

 
 
 
 
 

このように、Dry Lake Solar は単なる太陽光発電所ではなく、「再生可能エネルギー＋蓄電＋公

共土地活用＋地域経済支援＋脱炭素政策対応」を兼ね備えた複合的エネルギーハブとして、今後の

全米エネルギー政策を象徴するプロジェクトの一つになると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監視設備】 

遠隔監視と現場巡回による 

二重のモニタリング体制 

【広大な敷地を背景に集合写真】 



 
 

（５）一般所感 

米国では再生可能エネルギーの大規模導入が進んでおり、特に蓄電池との組み合わせがその鍵と

なっている。今回の Dry Lake Solar の視察においては、まず施設全体のスケールの大きさと整然

とした設計に強い感銘を受けるとともに、太陽光発電と蓄電技術が一体となった最新のエネルギー

インフラを間近に確認することができた。特に、施設内に導入されている蓄電システムはピーク時

の電力供給安定化に大きく寄与しており、再生可能エネルギーの課題である「不安定性」に対する

有効な解決策であると感じた。 

 

また、施設運営においては AI による発電予測や遠隔監視システムが導入されており、技術革新

と効率化が高い水準で融合している点が印象的であった。さらに、環境配慮および地域共生の観点

からも、周辺生態系への影響を最小限に抑えるための対策や定期的なモニタリング体制が整備され

ていることに加え、地元住民や自治体との連携が密に行われ、雇用創出や地域振興にも大きく貢献

している。これらの取り組みにより、地域に根ざしたプロジェクトとして確立されていることが実

感された。このことは、乾燥地帯という一見過酷な環境であっても、技術と設計の工夫次第で再生

可能エネルギーの強固な基盤を築くことが可能であることを示している。一方で、現政権下では再

生可能エネルギーの成長が政策面で一定の制約を受けていることから、今後の動向を注視していく

必要がある。 

 

今回の視察を通じ、再生可能エネルギーの大量導入には、単なる発電設備の整備にとどまらず、

蓄電技術、地域社会への配慮、柔軟な運営体制などを組み合わせた総合的なシステム構築が不可欠

であることを改めて認識した。日本国内においても、今後の再生可能エネルギー導入拡大に向け、

こうした統合型施設の設計および運用モデルは極めて有用な参考事例となるものである。 

 

一方で、ネバタ州は広大な土地と豊富な日照条件に恵まれており、日本における導入には地理的・

制度的な課題が存在するのも事実である。今後も海外事例の継続的な視察および情報収集を通じて、

技術と運用の両面におけるノウハウの蓄積を図っていくことが重要であると感じた。 

 

 

 

（５）その他、参考資料およびホームページ 

・Dry Lake Solar 

https://www.usgs.gov/media/images/dry-lake-solar-project-nevada 

https://blmsolar.anl.gov/solar-peis/sez/nv/dry-lake/ 

 

 

 

 

 



 
 

Ⅳ．Palm Springs Windmill の視察 

日 時 2025 年 9 月 17 日（水）10：00～12：00 

場 所 カリフォルニア州パームスプリングス 

対 応 者 

■Palm Springs Windmill 

・Tom Spiglanin 氏 

director of education（教育部長） 

 

（１）概要 

今回視察した米国最大級のパームスプリングス風力（風車タービン）発電所は、カリフォルニア

州ロサンゼルスから東へ 109 マイル（175km）、車で約 1 時間 50 分、インターステート・ハイウェ

イ（州間高速道路）10 号線の両側に広がるサンゴルゴ二オ峠の盆地にある。 

当該発電所には、NextEra Energy 社など複数の事業者によって大小さまざまな風車タービンが

設置されており、その数は合計 650 基（2025 年 9 月現在）にのぼる。この盆地は「サン・ゴルゴ

ニオ・パス（San Gorgonio Pass）」と呼ばれる”切通し地形”であり、強い風が吹き抜ける地形的

特性を活かして多数の風車が設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（２）視察内容 

①パームスプリングス風力（風車タービン）発電所の始まり 

もともとこの土地は、キャンピングカーのトレーラ

ーパーク(キャンプ駐車場)として開発が計画されてい

た。しかし、1980 年にパームスプリングス市議会より、

この地域は風が強く吹くことから風力発電に適してい

るとの提案があり、土地所有者であるフレッド氏がこ

れを受け入れたことが始まりである。1981 年に最初の

風車が 1 基建設され、収益が出たことから、翌 1982

年にはさらに 7 基が追加され、合計 8 基で運営が開始

された。その後、税制優遇措置などの後押しもあり、

1987 年には最大 4,200 基まで増加した。なお、カリフ 

ォルニア州全土 では 14,000 基の風車が設置されている。 

【視察先風景】 

【Palm Springs Windmill 全景】 【現地視察前の事前説明の様子】 



 
 

②風車タービンの種類について 

建設初期には、Ⅰ.垂直軸タイプ、Ⅱ.水平軸（背面か

ら風を受ける）、Ⅲ.水平軸（正面から風を受ける）タ

イプの 3 種類の風車タービンが存在していた。垂直軸

タイプでは、75 フィート（約 23ｍ）の巨大なブレー

ドが空中に飛散する事故が発生することもあり、危険

性が高かったため、現在は導入されていない。一方、

Ⅱの水平軸（背面から風を受ける）タイプは製作コス

トが比較的安価であるものの、強風時に損傷しやすい

という欠点があり、現在はⅢのもっとも効率の良い水

平軸（正面から風を受ける）タイプの風車タービンの

みが使用されている。 

 

 

③風車タービンの制御について 

風車タービンは、風向きおよび風況を感知するセン

サーを搭載しており、ロボット制御によって自動的に

運転が行われている。秒速 3.5m の風速があれば、風

向きに合わせて自動的に機体の向きを調整し、ブレー

ド（羽根）の角度（ピッチ）を制御する仕組みとなって

いる。風速が最適な状態（秒速 10ｍ）になるようピッ

チ角を調整し、風速が秒速 25ｍを超えると制御が困難

となるため、ブレードを風が通り抜ける状態（フェ 

ザー状態）にして回転を停止させるよう制御されてい 

る。 

 

 

④風力（風車タービン）発電設備の位置付け 

カリフォルニア州のエネルギー構成は、再生可能エネ

ルギー（水力、太陽光、風力）が 38％、天然ガスが

38％、残りは熱エネルギー、輸入電力、原子力発電に

よって賄われている。同州は、2045 年までにカーボン

ニュートラル（二酸化炭素排出ゼロ）の達成を目指し

ており、その実現にむけて太陽光発電の比率を 70％ま

で拡大し、さらに風力発電（陸上・洋上）や地熱エネ

ルギーなどを組み合わせて電力供給を行う計画である。 
 
 

 【視察中の様子】 

現地気温：約 37℃ 



 
 

⑤エネルギー貯蔵について 

風がない時や太陽が出ていない時のために、バッテ

リーによるエネルギー貯蔵設備が設置されている。

2025 年 5 月 1 日のエネルギー供給グラフを例に説明

があり、夜間は天然ガスと風力発電が主力となり、日

中は太陽光発電が中心となっている。バッテリーは日

中に充電し、夕方から夜にかけての電力需要ピーク時

に放電する仕組みとなっており、「資源別電力グラフト

レンド」を参照しながら紹介が行われた。また、カリ

フォルニア州で風が強い時期は、「2 月から 5 月頃で、海

水温が低く内陸部が暖かい時に風が強くなる」との説明

があった。 

 

 

⑥風車の廃棄処分について 

リサイクル可能な部分としては、特に希少な金属類

を採取・売却することでコスト削減を図っている。そ

の他の羽部分は細かくチップ状に粉砕し、メーカーが

引き取る契約となっている。引き取り後の処理は、メ

ーカー側の施設でさらに微細な粉末へ加工し、再利用

が行われている。再利用が困難な材質については、最

終処分場へ送られている。風車の数自体が多いため、

産業廃棄物処理の方法がコスト全体に大きく影響を与

える要因となっており、その最適化については常時検 

討がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Palm Springs Windmill 説明パネル】 

【資源別電力グラフ】 

【木製ブレード先端のエアーブレイク回転制御部】 【日本製の試作風車タービン】 



 
 

（３）質疑応答 
 

Q1. 
パームスプリングスの風力発電施設は、全米でどの程度の規模に位置付けれられている

か。 

A1. 

サン・ゴルゴニオ・パス風力発電所（パームスプリングス風力発電施設）は、カリフォル

ニア州における風力発電量の約 10％を生産している施設である。これは米国全体の中で

は比較的小規模な発電所に位置付けられるが、山間部の狭い峠に風が集中する地形的特性

を有しているため、風車が密集して配置されていることが特徴である。 

Q2. ここで発電された電力は、主にどのような地域・用途に供給されているか。 

A2. 

地域の需要を超えて発電された電力は、電力系統を通じて広域に送電されている。その結

果、この地域から供給される電力の大部分は、西側に位置するロサンゼルスおよびオレン

ジ郡の需要を賄っている。 

Q3. 本プロジェクトの投資総額はどの程度であるか。 

A3. 

米国エネルギー省によると、風力発電所の設置費用は、導入される風力容量 1MW 当たり

約 150 万ドルとされている。当該地域における最大風車は 4.2MW を発電するため、平均

的な総費用（設置から稼働まで）は 600 万ドルを超える規模である。 

Q4. 
投資回収期間はどの程度、見込まれているか。すでに回収済みである場合は、その年数を

お示しいただきたい。 

A4. 

正式な数値は公表されていないものの、投資回収期間は概ね 5～7 年程度と推定されてい

る。なお、5 年という下限値は、当時適用可能であった各種インセンティブ（税制優遇措

置等）を最大限考慮した場合の試算であり、これらの優遇措置の多くは現在すでに廃止さ

れている。 

Q5. 本プロジェクトの IRR（内部収益率）についてお示しいただきたい。 

A5. 
該当する公開情報は存在しないが、建設後 7 年目以降は利益回収期間に入るとされてい

る。 

Q6. この施設の最大発電量についてお示しいただきたい。 

A6. 最大発電量は 650MW である。 

Q7. 年間の発電量および月別の発電量の推移についてお示しいただきたい。 

A7. 

州全体における風力発電データは提供可能であるが、月次データは存在しない。詳細につ

いてはカリフォルニア州の電力系統を管理する CAISO（California Independent System 

Operator）のウェブサイト（caiso.com）を参照いただきたい。 

Q8. 
風況を含む気象条件の変化に対応する制御技術および予測技術について、特徴的な取組み

があればお示しいただきたい。 



 
 

A8. 
制御および予測の具体的なプロセスは不明でである。CAISO が全電源を対象として予測

管理を行っているため、詳細は CAISO のウェブサイト（caiso.com）を参照いただきたい。 

Q9. 風力発電機の主要メーカーおよび生産国のシェアについてお示しいただきたい。 

A9. 

・Vestas Wind Systems A/S（2019 年以降）  

・三菱重工業（株）（2008 年頃） 

・General Electric Company（2011 年） 

Q10. 発電機およびブレードの定期メンテナンスは、どのように実施されているか。 

A10. 

定期保守は年 2～3 回実施されており、予防保守として計画的に行われている。必要に応

じて、予知保守および修繕も実施されている。メンテナンス費用は 1.7 セント／kW であ

り、売電コストが 5～6 セント／kW であることから、十分な利益確保が可能である。 

Q11. 発電機およびブレードの寿命は、どの程度であると考えられているか。 

A11. 寿命はおおむね約 20 年程度とされている。 

Q12. 1kW 当たりの建設コストおよび電力買取価格についてお示しいただきたい。 

A12. 

各社の財務情報は非公開であるが、業界全体の平均値としては 1MW 当たり約 160 万ドル

である。この金額には、購入費、計画費、認証費、土地リース料および設置費が含まれて

おり、保守・メンテナンス費用は含まれていない。 

Q13. 
電力の安定供給を確保するため、需給バランスに基づく出力制御はどの程度実施されてい

るか。 

A13. 

CAISO が日次で出力制御レポートを公開している。カリフォルニア州は、再生可能エネ

ルギーの出力を適切に制御する方針を採っており、当地区で発電された電力はロサンゼル

スおよびオレンジ群へ送電されている。 

Q14. 
欧米全体における電源構成(石炭・天然ガス・原子力・再生可能エネルギー）の割合につ

いてお示しいただきたい。 

A14. 
本分析はカリフォルニア州のデータのみを対象としている。全米のデータについては、米

国エネルギー情報局（EIA）のウェブサイト（eia.gov）で確認が可能である。 

Q15. 
自然災害（ハリケーン・落雷など）から設備を守保護するための対策は、どのように講じ

られているか。 

A15. 
当地区は地震のリスクはあるものの、雷はまれである。風車タービンには避雷針が設置さ

れており、大規模地震にも耐えられる構造設計となっている。 

Q16. 
環境への配慮（騒音・鳥類・景観など）に対する対策についてお示しいただきたい。また、

地域住民からのフィードバックや共存に向けた取り組みがあればお示しいただきたい。 



 
 

A16. 

新規プロジェクトは、許認可を受けたうえで環境影響評価（EIA）に基づき実施されてお

り、住民の意見が適切に反映されている。近年では、住民からの懸念を踏まえ、当初 30

基の設置を予定していた風車を 15 基に縮小している。パームスプリングスの風力発電所

は、地域の象徴的存在として広く受け入れられている。 

Q17. 
施設公開による教育的効果および地域経済への波及効果について、どのように評価されて

いるか。 

A17. 発電事業者による特別な評価は行われていない。 

Q18. 
風力発電が米国において太陽光発電以上に普及している理由は何か。また、今後も風力発

電が優勢な状況は続くと考えられているか。 

A18. 

太陽光発電は、十分な日射量が得られる地域において経済的に成立する。カリフォルニア

州では、2024 年時点で電力供給の 19％を太陽光発電が占めており、風力発電は 7.7％で

ある。米国全体では、風力発電は中西部や五大湖周辺に集中しており、洋上を除く地域で

は安定的な風況が限られている。そのため、風力発電の分布は地域的に偏っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ウィンド・ファーム体験ツアー】 【事務所】 

【歴史を感じる 2 枚ブレード風車タービン】 【最新型風力タービン（Vestas 製）】 



 
 

（４）一般所感 

  カリフォルニア州パームスプリングスの風力発電施設を視察し、改めて地域特有の気候条件と広

大な敷地が再生可能エネルギーの可能性を大きく後押ししていることを実感した。乾燥した砂漠気

候のもと、春先の 2～5 月にかけて安定した強風が吹くこの地域は、風力発電にとって理想的な環

境であり、当初よりこの地域の利活用に注力した行政機関の先見性には深い感銘を受けた。また、

日本と比較して建設投資から売電収入までの回収期間が非常に短く、投資プロジェクトとしての優

位性が強く感じられた。 

 

この風力発電所は、自然条件を最大限に活用したエネルギー供給の在り方を体現する施設であり、

広大な風車群が連なる光景はまさに壮観である。1987 年に 1 基の風車建設から始まったこの光景

は、アメリカンドリームを追い求める人々の勤労と努力の軌跡を思わせ、さらに、地域社会と共生

しながらカーボンニュートラルを実現していく象徴的な存在として映った。現在では、この壮観な

風車群の中を車両で巡る説明ガイド付きツアーも企画されており、この地域の代表的な観光地のひ

とつとして、多くの人々に親しまれている。 

 

  今回の視察を通じ、再生可能エネルギーの活用がもたらす未来への可能性と責任を改めて考え直

す有意義な視察であった。最後に、ツアーディレクターのトム氏には、非常に丁寧な説明および施

設案内をいただき、ここに改めて深く感謝の意を表する。 

 

（５）その他、参考資料およびホームページ 

・パームスプリングス 風力発電 

https://windmilltours.com/ 

 

【トム氏との集合写真】 



 
 

Ⅴ．全米電気工事業協会（NECA）運営研修施設の視察および意見交換 

日 時 2025 年 9 月 18 日（木）9：00～13：00 

場 所 NECA 労務部 事務所（ロサンゼルス） 

対 応 者 

■National Electrical Contractors Association（全米電気工事業者協会） 

・Eric Cartier 氏（NECA ロサンゼルス支部 エグゼクティブ・ディレクター） 

・David Knott 氏（トレーニング・ディレクター） 

 

（１）概要 

①NECA について 

全米電気工事業協会（NECA：National Electrical Contractors Association）は、1901 年に設

立された、米国の電気工事業界を代表する業界団体である。電気工事業者の利益を促進し、公衆

の安全を確保することを目的として設置され、電力、照明、通信技術などを建物や地域社会に提

供する、あらゆる規模の電気工事業者が加盟している。  

 

NECA は、電気工事士の育成を目的とした研修施設を運営しており、その研修および資金構造

については、NECA 加盟企業と IBEW（全米電気労働者国際同盟）に所属する労働者との間で、

賃金、労働時間、福利厚生などを定めた協約が締結されている。NECA と IBEW は共同で電気

工事士の研修を実施しており、IBEW の組合員は時給の一部を協会に寄付し、その資金が研修や

福利厚生の充実に充てられている。協会の運営費用の大部分は、加盟企業からの会費および寄付

によって賄われており、政府からの助成金はごく一部にとどまっている。 

また、研修施設では、施設内に設置された太陽光発電設備より必要な電力を自給しており、余

剰電力を電力会社に売電するなど環境にも十分な配慮がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【NECA 事務所および研修施設内】 



 
 

（２）視察内容 

①挨拶および施設概要説明 

視察に先立ち、研修施設所長より施設概要の説明を受

けた。本研修施設の運営においては、電力消費のネット

ゼロ達成に向けた取り組みが行われており、太陽光発電

を活用して施設の消費量を上回る電力を発電している。

全米にはネットゼロ認定を受けたビルが７か所存在して

おり、そのうちの一つが当該施設である。 

当施設は業界のモデル的存在として位置づけられて

おり、ネットゼロへの取り組みは全世界から注目を集め

ている。政治家や工事事業者など、国内外の関係者が視

察に訪れる施設でもある。施設内にはエネルギー消費を

監視するシステムが導入されており、リアルタイムで電

力の消費状況を把握することができる体制が整っている。

また、バッテリーシステムの導入により、停電時や電力

需要のピーク時にも安定した電力供給が可能であり、あ

わせてエネルギーコストの抑制にも寄与している施設で

ある。 

 

 

②研修内容 

研修内容については、電気配管等の実習施設に加え、

電気機器やプログラムに対するセキュリティ対策とし

て、ファイアウォールの設置やハッキング防止に関する

教育が実施されている。また、照明効率の向上目的とし

たプログラミングやセンサー技術の活用など、現代的か

つ実践的な技術を取り入れた多様なカリキュラムが提

供されている。特にカリフォルニア州では、他州と比較

して厳格な技術基準が定められており、数学的知識を必

要とする高度なクラスも設置されている。さらに、学習

内容に苦手意識を持つ受講者に対しては、個別指導など

の支援体制が整備されており、実務的かつ体系的な教育

が行われている。 

 

 

③ハイブリッド授業と教育プログラム 

教育プログラムはハイブリッド形式を採用しており、

受講者は自宅からオンラインで授業を受けることができ

【工具に関する教育施設】 

【監視システムに関する説明】 

【盤に関する教育施設】 

【ハッキング防止に関する教育施設】 



 
 

る。授業中は厳格な規則が設けられており、適切な服

装で臨むこと、また集中して学習できる環境を整える

ことが求められている。教育課程の前半 3 年間は、年

間 6 回、各 1 週間の集中授業が実施され、その後は夜

間クラスへの移行が可能である。受講者は組合メンバ

ーとして登録されることで、雇用者から正式な技術者

としての信頼を得ることができる。また、カリフォル

ニア州により認定された本プログラムを修了すること

で、高度な電気技師資格を取得することができる。 

 

 

④雇用関係と教育プログラム 

 NECA と IBEW における雇用関係および教育プロ

グラムについては、NECA が全米規模の大組織である

ことから、修了者は州外での就職も可能であり、認定

証を取得することでの技術力が高く評価されている。

給与体系は地域によって異なり、南カリフォルニアや

サンフランシスコなど生活費の高い地域では、賃金水

準もそれに応じて高く設定されている。教育プログラム

オンラインと対面の両形式で構成されており、修了後も

リフレッシュコースを受講できる継続教育の仕組みが

整備されている。教育資金は組合メンバーからの寄付

金によって支えられており、非メンバーには教育サー

ビスは提供されていない。 

 

 

⑤研修所の入学条件と年齢層 

 研修所の入学条件および年齢層については、常勤職

員 60 名と非常勤職員 9 名が在籍しており、受講者は主

に 18 歳から 30 歳までの若年層が中心で、平均年齢は

26 歳である。軍経験者は選考において優遇されており、

高い評価ポイントを得られるため、研修生として採用

される可能性が高いことが特徴である。研修を修了し

た受講者には、国家資格や州資格の一部受験科目免除

といったインセンティブが設けられており、成績によ

っては試験受験資格にも影響を及ぼす仕組みとなって

いる。 

 

【信号機に関する教育施設】 

【教育施設に関する説明】 

【教育プログラムに関する説明】 

【施設に関する説明】 



 
 

（３）質疑応答 
 

Q1. 
研修施設で発電した電力を電力会社に売電した場合、その売上金を受け取ることができる

のか。 

A1. 
売電による収益は現金での支払いではなく、クレジット（相殺）という形で処理されてお

り、月ごとの電気料金から差し引かれる仕組みとなっている。 

Q2. 研修施設では、自施設での消費電力需要よりも多く発電しているのか。 

A2. 

当施設では、自家消費分を賄う電力よりも 5～10％多く発電している。実際にはそれ以上

の発電能力を有しているが、電力会社からの要請により、過剰な発電は行わない運用とし

ている。ソーラーパネルを設置する際には、電気工事会社と協議の上、発電量が自家消費

量の 5～10％を超えないよう設計されている。 

Q3. 研修施設の消費電力量規模および容量をお示しいただきたい。 

A3. 

当施設の電気使用量は、1 週間平均で 1 日あたり約 240kW/h 程度である。もともとバッ

テリーシステムの導入目的は、電力会社において事故などにより送電ができない事態が発

生した際、当該施設側から電力を供給できるようにすることであった。また、電力会社で

は電力消費が一定の基準レベルを 15 分間以上経過した場合、その利用実績に基づいて 1

年間の電力料金単価が引き上げられる制度となっている。そのため、当施設では消費電力

がそのレベルを超えないよう、負荷平準化を目的としてバッテリーを導入している。 

Q4. 

日本では電気工事士の資格制度が設けられているが、米国においては当施設で資格を取得

する仕組みとなっているのか。また、全米で共通して通用する資格制度が存在するのかに

ついてお示しいただきたい。 

A4. 

カルフォルニア州にも電気工事士資格制度が設けられており、受講者は認定試験に合格し

た上で当施設に入所し、電気に関する専門知識と技能を取得する仕組みとなっている。研

修期間は 5 年間であり、高度な専門教育を受ける内容となっている。 

当施設における研修過程を修了した者は、他州においても認定される資格を取得すること

ができる。 

Q5. 

日本では 3K（きつい、汚い、危険）のイメージが根強く、男女を問わず電気技術者の確

保が困難な状況である。カリフォルニア州における電気工事業の社会的イメージおよび雇

用状況についてお示しいただきたい。また、女性技術者の割合についてもお示しいただき

たい。 

A5. 

電気工事は工事現場で作業を伴うため、イメージとしては日本と同様である。しかしなが

ら、人材の確保には大きな問題はなく、500 名の募集に対して約 8,000 の応募がある状況

である。これは、電気工事士の給与水準が教師やエンジニアよりも高いことが主な理由で

ある。米国では大学進学時に奨学金を借り、卒業後に返還することが一般的であるが、電

気工事士の修了過程では奨学金の返還義務がないことから、経済的負担の少ない職業とし



 
 

て人気が高い。また、女性技術者の割合は約 5％程度であり、他の建設関連業種と比較し

ても相対的に高い比率となっている。 

Q6. 
日本では、工程が遅延した場合に下請企業（サブコン）にしわ寄せが生じることが多いが、

米国ではどのような対応が取られているのかお示しいただきたい。 

A6. 

米国においても同様の状況である。しかし、技術者が病気やその他の理由で現場を離れる

場合には、当施設に所属する人材を迅速に派遣・紹介できる体制が整っている。元請業者

（ゼネコン）からの要請に応じて人材を手配することが可能であり、当日依頼を受けて翌

日に 10 名の技術者を派遣することもできる。このように、人材派遣機能を備えた仕組み

によって、行程遅延のリスクを最小限に抑えている。 

その

他 

発言 

・日本では政府主導による働き方改革が進められており、1 週間に 2 日間の休日確保、月

45 時間の残業を年間 6 回超過すると違法といった法的規制が設けられている。一方、

米国でも勤務時間および賃金に関する明確なルールが存在し、それらを遵守しなければ

いけない規定となっている。休憩時間、昼食時間、残業時間などの細部に至るまで細か

く定められており、週あたりの上限労働時間は 48 時間である。 

・米国では、電気技術者は大学卒業者よりも高等学校卒業者が多い傾向にある。大学進学

者は卒業後に奨学金の返済義務を負うことが一般的であるが、高卒者は早期に就業し収

入を得られるため、給与面でも魅力が高い職業となっている。研修施設を修了した電気

技術者の平均年収は 15 万ドル（日本円で約 2,200 万円程度）であり、年間 12 か月のう

ち休暇期間を除く 9 か月分の給与として支給されている。 

・米国の発注形態については、一括発注方式と分離発注方式の双方が採用されている。日

本と同様に既存建物の電気工事においては直接受注するケースもあり、その割合は全体

の約 15％程度である。また、設計者は、ゼネコンの前段階に位置付けられており、発

注者（オーナー）が設計者と直接契約を締結する形態となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ランチを交えた意見交換の様子】 



 
 

（４）一般所感 

  今回の研修施設の視察および意見交換会を通じて、米国の電気工事業界における構造、人材育成

の仕組み、労働環境の在り方について体系的に理解を深めることができた。これらの知見は、日本

における人材確保の方策や業界イメージの改善に向けた取り組みに対して、多くの示唆を与えるも

のである。今後、両国はどのような形で連携を深めていくかは未知数であるが、今回得られた経験

と知見を活かしつつ、電気設備工事業界の持続的な発展を図ることが重要であると強く感じた。 

 

結びにあたり、全米電気工事業協会（NECA）の関係者各位におかれては、ご多忙の中、研修施

設の詳細な説明および質疑応答にご対応いただいたことに対し、ここに深く感謝の意を表する。 

 

 

（５）その他、参考資料およびホームページ 

・NECA 全米電気工事業者協会 

https://www.necanet.org/ 

 

 

 
 【NECA 関係者との集合写真】 



 
 

まとめ  

 

 今回の視察を通じて、多くの有意義な示唆を得ることができた。 

 

 当然ながら、米国と日本とでは、移民政策、労働者の働き方に対する国の制度、文化など

の違いがあり、電気設備工事業者に対する社会的な位置づけも異なっている。また、米国で

実施されている取り組みの中には「なるほど」と思えることも多かったが、その詳細を十分

に確認できたわけではないため、鵜呑みにすることはできない。さらに、それらを日本でそ

のまま検討を進められるというわけでもない。しかしながら、米国における取り組みの姿勢

や考え方の中には、当協会の今後の活動において参考とすべき点が数多く見受けられた。そ

の意味で、本視察は極めて有意義であり、多くの示唆を得られたと考える。 

 

特に印象的であったのは、業界全体で人材確保に向けてマーケティング戦略、人材育成の

体系化、業界内の協力体制の構築、電設事業従事者の高い社会的ステータス、そして「電設

業界がアメリカの将来を変え、この国を変革していく」という理念のもとに業界全体が一体

となっている点である。 

 

以上を踏まえ、以下に視察先ごとの所感を述べ、第 70 次海外電設視察団の総括として「ま

とめ」とする。 

 

１．NECA Convention & Trade Show 見学および NECA 幹部（David Long CEO、Ian Andrews 

VP、Jonathan Mandl Executive Director ほか）との意見交換（9 月 12 日）並びに NECA

労務部との意見交換（9 月 18 日） 

 

日本では、都市再開発、再生可能エネルギー、スマートシティ、AI 関連のデジタルインフ

ラに関する建設が今後も進められると見込まれている。一方で、それを担う働き手の確保が



 
 

大きな課題となっており、電気設備工事業界は現在、大きな変革期を迎えている。 

 

会員各社においても、DX の推進、プレハブ化、バックオフィスの活用などにより、業務

の効率化および生産性の向上を図りながら「働き方改革」を進めているところである。しか

しながら、電気設備業を維持していくためには、人材確保への具体的な取り組みが大きな課

題である。「はじめに」でも触れたとおり、従来の 3K から新 4K をいかに定着させていくか

が鍵となる。 

 

David Long CEO からは、「米国も同様の課題を抱えていたが、その解決に向けてさまざま

な施策を講じ、一定の成果を上げてきた」との説明があり、その取り組み内容は大変参考に

なった。  

 

①米国の電気電設業界の人材確保と魅力度向上策 

 

NECA では、約 5 年前に業界のブランディング戦略を見直し、技能者および技術者に対し

て電気設備業界の魅力をより強くアピールする活動を展開している。 

 

新卒採用に関しては、PR 会社と連携し、業界のイメージおよびブランド価値をより強くア

ピールするマーケティング戦略を実施した結果、入社を希望する人材が約 3 倍に増加したと

のことである。各社が個別に対応するのではなく、PR 会社と提携し、電気設備業界全体とし

てマーケティングキャンペーンを展開したことが、最も効果的な方法であったと強調されて

いた点が印象的であった。しかしながら、時間の制約もあり、具体的にどのように展開され

たのかを詳細に伺うことができなかったのは残念である。 

  

当協会も第四次アクションプランの重点取り組みの一つに、広報および広聴活動の強化を

掲げている。会員各社が個別に人材確保に取り組むことは当然であるが、電気設備業全体の



 
 

魅力を社会に発信し、業界全体の底上げを図ることが協会としての大きな役割である。 

  

これまでも当協会では、若年層の電設業界への入職促進を目的に、広報戦略の一環として

就職情報サイトに「電気設備業界ポータルサイト」を開設し、業界の社会的役割や働き方を

紹介してきた。また、会員企業からは採用に向けた企業情報の提供を受け、You Tube を活用

した情報発信や JECA FAIR での学生向け説明会なども展開している。 

コスト等の課題はあるものの、電気設備業界全体の魅力度向上のためには、現状の取り組

みの効果を検証しつつ、PR 会社との提携なども含め、協会としてマーケティング戦略の観点

から、何が最も効果的で現実的であるかを考えていく必要がある。 

 

 

②人材育成 

 

NECA では、採用と同時に育成についても積極的に施策を展開している。特に高校生に対

しては、学年ごとにオンラインによるトレーニングを実施している。近年の若い世代はオン

ライン環境に慣れていることから、卒業前の段階からオンラインによるトレーニングを開始

し、就職時点ですでに一部の研修を修了している状態をつくる取り組みを行っている。この

取り組みは非常に効果的であったと評価されていた。 

NECA の調査によると、前述①のブランディング施策やこの育成施策により、業界に興味

【NECA Convention & Trade Show での集合写真】 【NECA David Long CEO との一枚】 



 
 

を示す生徒の数は約 2 万人から約 12 万人へと大幅に増加したと分析されている。 

 

また、従来の電気設備工事業に対するイメージとして、配管や配線といった作業が手作業

中心の「昔ながらの仕事」と捉えられがちであった。しかし、現在では卒業前のトレーニン

グを通して先端技術を実際に活用している点を大きくアピールしたことが、この増加につな

がったとみられている。 

日本で同様の施策を展開することは容易ではないものの、既に会員企業の中には大学、専

門学校、高校に出向き、授業や説明会を実施している企業もある。こうした活動について、

協会を通じて拡大し、業界全体の認知度および魅力度向上に向けた効果的な取り組みを模索

していくことが重要である。 

 

さらに、人口減少が進み、生産年齢人口の減少が避けられない中で、外国人技能人材に対

する期待も年々高まっている。既に会員企業の中には外国人労働者の採用を進めているとこ

ろもあり、2025 年 8 月現在で約 40 人の特定技能１号の外国人技能職を受け入れている。今

年6月の総会では、外国人技能職の受け入れに対応するため「準会員」の資格を創設し、JAC(建

設技能人材機構)への間接加入資格の門戸を広げたところである。 

今後、2027 年度からは技能実習制度が育成就労制度へと改められ、長期的に日本で働くこ

とを前提とした制度に変更される。一方で、外国人材の採用には、コストや手間もかかる。

そこため、効率的な育成を進めるには、基本的な専門知識や日本語教育などを当協会が窓口

となり、ノウハウを有する企業に一括で請け負ってもらうことを指向することも一案である。 

 

これらは一つの例であるが、電設業界は現在、機械化やシステム化を進め、従来の 3K の

イメージから脱却し、魅力的でやりがいのある仕事であることを広く知ってもらう必要があ

る。そのために、当協会として何を実践していくことが業界全体および会員企業のためにな

るのか、一歩踏み出して考えていく必要があると、今回の意見交換を通じて強く感じた。 

 



 
 

③ソフトウェアの積極的活用（DX の推進） 

 

ソフトウェアを活用した労働時間管理の徹底についても強調されていた。主要工程スケジ

ュールを入力すると、関係者の週や月ごとに必要となる労働時間が自動的に算出される仕組

みになっており、これにより工程などに問題が生じるリスクを早い段階で可視化し、その段

階で対策を講じることで、数百億円規模の無駄を削減できているとのことであった。 

従来のように、人材管理の担当者や現場責任者の経験や推測に基づいて判断していたやり

方から大きく進歩し、現在ではソフトウェアの活用により、必要な労働時間や資材の種類、

さらにはインボイスを発行すべき時期や内容まで明確に管理できるようなっているという。 

すなわち、プロジェクトの開始から終了まで一貫して進捗を追跡することが可能となって

いる。NECA では複数のソフトウェア会社と連携し、実際にデモを実施して各システムの有

効性を具体的に確認しながら導入を進めており、改善を重ねることで効率化に向けた実効性

の高いシステムに発展しているとのことである。 

 

日本においても、システム化の推進により現場管理の可視化および共有化が進められてい

るが、システム化は各社の効率化や競争力の源泉でもあるため、現状では個社単位での対応

にとどまっている。 

注目すべき点は、NECA が主導してシステムそのものを共有化しているところである。会

社ごとやゼネコンごとに異なるシステムを採用するのではなく、同一のシステムを活用して

見える化と情報共有が図っている点は大変興味深い。 

今後、AI がさらに進化する中で、協力会社も含めた施工全体の最適化を図るためには、現

場目線で、どのようなシステム開発がよいのか情報交換を進めることが重要であると感じた。 

 

④研究開発 

 

若い世代は「ハードワークを一生懸命やる」というイメージに魅力を感じにくい。そのた

め、「効率的により簡単にできる」というメッセージを発信することが重要であるとされてい



 
 

る。伝えるために、そのためのツールの開発や、バーチャルリアリティ、各種ソフトウェア

の紹介を積極的に行うことも必要と強調していた。 

 

NECAでは、研究を専門とする事業財団を設立し、その財団と連携して活動を行っている。

各種シミュレーションやワークフロー・マネジメントといった分野について、リサーチに基

づく研究を推進しており、これまでに 2,500 万ドル(約 36 億円)を投じている。すでに多くの

データや知見が蓄積されており、労務管理や働き方改革といった分野でも豊富な研究成果を

有しているという。興味を持つ者には資料を開示してもらえるとのことであり、その協力的

かつオープンな姿勢が印象的であった。 

 

この開かれた姿勢の背景には、米国では「企業間競争」という意識が日本ほど強くなく、

企業が透明性を重視し、日常的に情報をシェアする文化が根付いていることがある。 

NECA が主導して「ピアグループ」と呼ばれる同業者グループを組織しており、同規模・

同資金程度の企業約 10 社を地域単位（日本でいえば東京や大阪など）で集め、協力的に活動

する仕組みが整備されている。この制度により、企業は競争相手ではなく「共に取り組む仲

間」としての関係性を築いており、非常に有効に機能しているとのことであった。 

米国は競争の激しい国であるという印象を持っていたが、実際には受注後の労働力調整な

どにおいて柔軟な仕組みが整っているようである。 

 

NECA の正式名称は、National Electrical Contractors Association であり、電気設備工

事請負業者（Contractor）の集まりである点が、JECA との大きな違いである。 

カリフォルニア州の NECA 労務部との意見交換では、各社に所属する労働者(主に技能職)

が NECA を通じて、一定額の拠出金を負担し、その資金によって NECA が運営されている

との説明を受けた。 

また、同施設には州の補助金も投入されており、州と協会が一体となって電工職を育成す

る仕組みが構築されている。隣接する研修施設では、研修修了者に資格が付与され、修了後



 
 

は一定の給与が保証される仕組みとなっている。応募者は非常に多く、毎年 500 人の募集枠

に対して約 8,000 人の応募があるという。電工職の年収は円換算で約 2,200 万円程度とされ

ており、レートや物価を考慮しても日本の同業種と比べて高額報酬であるといえる。 

 

話を戻すと、NECA はこのような組織構造を持つため、現場で人手が不足した場合、申請

を行えば NECA の登録リストから即座に労働力を確保できる体制を整えている。いわば、日

本における「口入屋」に近い機能も担っているといえる。このような「協力しながら活動す

る体制」を整備し、企業を競争相手ではなく「共に成長するパートナー」として位置づける

という考え方は非常に示唆に富むものである。 

 

NECA は米国の電気設備工事請負業者を代表する業界団体であり、作業者の安全確保、業

界標準の確立、教育訓練の提供、さらには政府へのロビー活動などを行う影響力の大きい団

体であるとの印象を持った。 

 

電設協としても、さまざまな制約がある中で人材確保や効率化の推進など、どのような会

員サービスを展開できるかについて、引き続き検討していく必要がある。今後も会員企業の

意見を丁寧に聴取しながら、協会としての役割を果たしていかなければいけないと NECA と

の意見交換を通じて強く感じた。 

 【NECA 労務部との意見交換】 



 
 

⑤NECA 2025 CHICAGO Convention and Trade Show 

 

NECA 幹部との意見交換後、NECA ショーを見学した。JECA FAIR と同様に工業製品展

であり、来場者数は約 1 万人程度とのことであった。規模としては JECA FAIR の方がはる

かに大きいが、NECA ショーではさまざまなワークショップが開催されており、全米から多

くの関係者が集い、ビジネス交流や新たなビジネス機会の創出が活発に行われていた。時間

の関係でワークショップを回れなかったのはやや残念であった。 

 

このフェアの目的は、電気設備業界におけるイノベーションと技術進歩を促進し、新たな

トレンドや戦略的機会を提供することで、業界全体の生産性向上および高品質な電気サービ

スの提供を支援することにある。この点は JECA FAIR と共通している。 

個人的に興味を引かれたのは、米国らしく軍事産業から転用された太陽光システムの展示

であった。コンテナ状の装置を活用し、蓄電池を内蔵した自動開閉の大規模太陽光発電シス

テムであり、大規模災害時の電力供給などにおいて有用であると感じた。 

 

NECA ショーの見学後、工具メーカーであるミルウォーキーツール社の社長および役員と

のミーティングを実施した。印象的であったのは、同社の工具にも AI 技術が組み込まれてお

り、事故リスクの高い使用方法(角度など)を学習したプログラムが内蔵されている点である。

現場で危険な使い方をすると自動的に停止する仕組みになっており、AI 技術がこのような形

でも活用されていることに感心した。夜にはディナーにもご招待いただき、日本の施工会社

の実態やビジネス上の違いなどについて意見を交わし、有意義な時間を過ごすことができた。 

 

 

 

 

 

【Milwaukee Electric Tool corporation とのミーティング】 



 
 

なお、NECA ショーとは直接関係しないが、ロサンゼルスではすでに無人ロボットの実用

化が進んでいた。 

代表的な例として、Waymo(ウェイモ)と呼ばれる自動運転のロボタクやデリバリーロボッ

トが街中を走行しており、無人タクシーもデリバリーロボットもすっかり市民生活に定着し

ている印象を受けた。ウェイモは有人運転車よりも事故率は低いとされており、これはイレ

ギュラーな行動をとらないことが要因の一つであるという。車線変更や横断歩道での歩行者

優先停止も非常にスムーズであった。 

我々の労働災害の多くも、手順の省略やマニュアル違反が原因で発生していることを考え

ると、この仕組みには大いに学ぶ点があると感じた。 

 

また、デリバリーロボットは通行人を巧みに避けながら進行しており、玄関先やマンショ

ンのエレベーター前まで到着すると自動で注文者に連絡が入る仕組みになっていた。治安面

で課題があるとされるロサンゼルスにおいて、このようなシステムが機能していることに驚

いた。 

数年前までは破壊行為や中身の盗難といったトラブルもあったようだが、現在ではロボッ

ト搭載カメラの映像や SNS 投稿を通じて犯人が特定されるため、そのような犯罪はほとんど

見られなくなったという。近未来の都市像を垣間見る思いであり、日本でもいずれ同様の風

景が訪れるであろうと感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

【Waymo（ウェイモ）：自動運転のロボタク】 
【デリバリーロボット】 



 
 

２．Dry Lake Solar Center （ネバダ州 ： 太陽光発電・蓄電施設）視察 

 

ネバダ州ラスベガス近郊の広大な乾燥地帯(砂漠地帯)に位置する大規模な太陽光発電・蓄

電施設であり、ラスベガスから約 30km 南に位置している。 

当該施設は、乾燥地帯という自然条件を最大限に活かし、広大な敷地に約 53 万枚の太陽光

発電モジュールを設置している。発電能力は約230 MWであり、さらにテスラ社の90 MW (交

流)の蓄電施設を併設することで、安定的な電力供給を実現している。年間発電量は約 50 万

MWh 以上に達し、約 6 万世帯分の電力を賄うとともに、年間 40 万トンの二酸化炭素排出削

減に貢献している。 

本プロジェクトは、米国西部における再生可能エネルギー推進を象徴する代表的な事例で

あり、建設は 2020 年 11 月に着工、2022 年 1 月に竣工した。 

今回の視察に際し、施設関係者には大変丁寧にご対応いただき、厚く感謝申し上げる。 

 

とにかく、何もない広大な乾燥地帯に無数の太陽光パネルが整然と並べられており、この

壮大なパネル群を目にすると、米国西部における再生可能エネルギー推進を象徴するプロジ

ェクトであることが実感された。 

発電所の職員からは、この発電所のさらなる開発を通じて、2045 年のカーボンネットゼロ

達成に貢献していくという強い意気込みが感じられた。 

 

太陽光発電とテスラ製のバッテリーエネルギー貯蔵システムを組み合わせることで、この

施設で発電された電力は「眠らない街」ラスベガスに安定的に供給されている。同時に市場

価格の変動にも追随し、高価格帯での有利な売電制御が行われているとのことであった。 

広大な砂漠地帯に果てしなく続くパネル群の光景は壮観である。ただし、乾燥地帯の土地利

用という観点からは、太陽光パネルの設置が最も合理的で必然的な活用方法であるとの印象

を受け、土地の特性を最大限生かした有効な利用であると感じた。 

発電効率の面から見ても、雨が少なく日照時間が長いため、稼働率は極めて高い。パネル



 
 

表面に付着するゴミも少なく、余剰電力は蓄電地に貯蔵される。また、太陽光をより効率的

に受けるために、パネルの角度を自動で制御するシステムも導入されており、発電効率の向

上に寄与している。 

 

パネルに付着したゴミは、時々降る雨の際に角度を調整して洗い流すことができる。乾燥

地帯であるため雑草も生えず、草刈などのメンテが不要であり、メンテナンスコストは日本

と比較して格段に低い。さらに、高価な銅線ではなくアルミニウム線を使用しているため、

コストが抑えられるだけではなく、盗難リスクも低少している。 

パネルなどの予備部材の保管にも十分な予知があり、ストックヤードには多くのパネルが

整然と積まれていた。 

 

日本の大規模太陽光発電設備は、限られた狭隘な土地を活用し、自然環境との調和を図り

ながら開発を進めている。一方で、コストの回収は FIT 制度による高い買取価格によって支

えられており、その原資は消費者から徴収されるの再エネ賦課金によって賄われている。 

当該発電所に州当局の補助金が充当されてられているかは確認できなかったが、これほどの

規模であれば、いわゆる規模の経済により再生可能エネルギー（風力発電を含む）の発電コ

ストが約 5 円／kWh 程度という話もうなずけるところであり、羨ましくも感じた。 

 

 【テスラ製の蓄電池群】 【現場での説明】 



 
 

また、昼間は過剰発電となるが、市場価格が安い時間帯には蓄電池に充電し、3 割程度の

エネルギーロスを伴っても放電時の価格差で十分に採算が取れる仕組みになっている。敷地

にも余裕があり、今後の拡張余地も大きいことから、2045 年のカーボンフリー実現に向けた

可能性は高いと感じた。 

施工面から見ても、パネル間の間隔が広く、施工および保守点検が容易な設計となってい

る。パネルの架台や列が多少ずれていても問題視されない点も合理的な米国らしい発想であ

ると感じた。 

  

日本においても、施工会社が建設コストやメンテナンスコストの削減に向けて努力は続け

いくが、地理的条件や規模の経済性が発揮できる米国と単純に比較してもあまり意味がない。

日本のコストが高すぎるという一方的な批判は当てはまらない。 

日本がカーボンフリー社会を実現し、発電量の半分を再生可能エネルギーで賄うことを目

指すのであれば、再エネが割高であるという認識を共有した上で、開発コストを電気料金に

上乗せする再エネ賦課金のみに依存するのではなく、エネルギーコスト全体の中でどのよう

に分担していくかを検討する必要があると感じた。 

 

 

 

 

【発電パネルの角度を変える装置】 【施設を案内してくれた Ricardo Soto 氏（写真中央） 

と Taylor White 氏（写真右側）との一枚】 



 
 

３．Palm Springs Wind Mill（カリフォルニア州 ： 風力発電施設）視察 

 

カリフォルニア州南部の砂漠地帯にあるパームスプリングスに広がるサンゴルゴニオ峠に

立地している。当該地域は、前節の太陽光発電所よりもさらに広大で平らな敷地に数千基の

風力発電設備が立ち並び、米国最大級の規模を誇る。大小さまざまな風車が設置されており、

初期モデルから最新鋭機までが共存していることから、まさに米国における風力発電の発展

過程を一望できる先駆的地域である。 

古い初期モデルは、小型の送電線鉄塔のような架台に風車が取り付けられ、出力は数百キ

ロワット程度である。一方、新しい風車は日本でも目にする形状に近く、出力は約 4,000 キ

ロワットに達し、ブレード（羽）部分を含めた高さは約 130 メートルに及ぶ。まさに風力発

電の歴史博物館のような光景であり、発電所の見学ツアーが人気を集めているのも納得でき

る。全体を見渡すと壮観そのものであり、説明員の解説も非常にわかりやすかった。 

現場説明の際には、映画『ミッション・インポッシブル』においてトム・クルーズが撮影

したシーンにもパームスプリングスの風車群が使用されたと誇らしげに語っていたことが印

象的であった。 

 

この地域は、砂漠からの暖かい空気と海岸からの冷たい空気が交わることで、一年を通じ

て風の強い環境が維持されており、風力発電に極めて適した立地条件を備えている。発電コ

ストも前述の太陽光発電施設と同程度に低く、余剰電力は蓄電され、市場価格が高い時間帯

に売電が行われているとのことである。ここでも大規模な蓄電施設が併設されており、今後

さらに増設の計画があるとの説明を受けた。 

現在では、NextEra Energy 社や Wintec Energy 社をはじめとする大手事業者が多数参入

しており、風車が整然と並ぶ姿は圧巻である。これらの施設群は、再生可能エネルギーの供

給拡大に大きく寄与しており、Dry Lake Solar Center と同様に規模の経済が成立している。

カリフォルニア州が掲げる 2045 年のネットゼロ実現に向け、欠かすことのできない重要な

インフラである。逆に言えば、このような大規模開発が可能であるからこそ、2045 年のネッ



 
 

トゼロ実現の現実性が高いとも言える。風車に関しては、建設技術や設備性能の面で日本と

の大きな差は見られなかった。しかし、日本において陸上風力発電施設をこの規模で開発す

ることは、地形・土地規制の面から現実的ではない。 

 

日本では、風況の良い地域は海岸線や山岳地帯に集中しており、地形が狭隘で輸送や施工

に手間がかかることから、一か所に設置できる風車の数は多くても数十基が限界である。 

日本が参考すべき点としては、稼働率を高めるための運用・メンテナンスの手法であろう。

現実的には、単機出力の大きい洋上風力の開発について国の制度を再検討した上で、推進し

ていく以外に道はないように感じた。 

太陽光発電と風力発電の両施設を視察した結果、再生可能エネルギーは設備利用率が低く、

気候に左右されやすいという特性を改めて確認した。電力の品質という点でも不安定な側面

があり、これをベース電源として活用するためには、規模の経済を前提とした大規模発電施

設と蓄電設備の併設が不可欠である。 

 

日本の場合、今回視察したような再エネ開発条件を整備することは地理的にも制度的にも

困難である。そのため、脱炭素に向けた取り組みにおいては、決定的な単一の解が存在しな

いのが現状である。割高な再生可能エネルギーの費用負担の在り方を見直すとともに、アン

モニアや水素を利用した火力発電、原子力、徹底した省エネ、そして CO2 貯蔵などをバラン

スよく組み合わせ、現実的かつ持続可能な形でカーボンニュートラルの実現を目指すことが

重要であると強く感じた。 

 

 

 

 

 

【見学前の施設説明】 【風力発電施設】 



 
 

４．おわりに 

第 70 次の視察は有意義であり、かつ全行程を無事に終了することができた。 

海外電設視察団の派遣は、会員相互の交流を深めることも大きな目的の一つであるが、こ

の点については、団員各位のご協力と今回添乗していただいた ANA あきんど株式会社の皆

様のご尽力により、その目的を十分に達成できたものと考える。 

団長として、ここに改めて深く感謝を申し上げ、本報告書の結びとする。 

 

 

一般社団法人日本電設工業協会 

                           会 長  文 挾  誠 一 

（株式会社関電工 取締役会長） 

 

 
 
 
 
 
 

 

 【ドジャースタジアム前における第 70 次海外電設視察団一行の記念写真】 

【最終日前夜のフェアウェルディナー】 
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